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報告 2：福建省の経済発展にみられる「台湾との紐帯」の活用と創造 

 

 本研究は、閩台関係の特徴とされる、数世代前に行われた閩南から台湾への移住に基づ

く「福建省と台湾との緊密な紐帯」が、福建省の経済発展政策の中でどのように活用され

てきたのかについて検討する試みである。台湾の漢人系本省人と文化言語や血縁関係の面

で強い紐帯を持つ地域は主に泉州と漳州である。これらの地域と台湾とのつながりは共通

の宗祠文化や台湾人の尋根を通して維持されてきた。一方で、これらの地域の経済開発は

福建省の中では後発組に属している。 

 改革開放後、福建省の台商誘致や両岸経済交流で重要な役割を果たしてきたのは廈門で

ある。しかし、地縁血縁のつながりからいえば、廈門は台湾よりも東南アジア華僑華人と

の関係が深い地域でもある。廈門は、経済特区の設置を契機に進んだインフラ整備と省内

で抜きん出た経済発展の実績により、両岸経済交流においても省の中心的役割を担ってき

た。また、福州をはじめとする閩北も廈門に次いで両岸経済交流の政策的枠組みを整備し

てきた。このように福建省が台湾との交流に積極的になったのは、1987 年に台湾側が探親

のための大陸訪問を解禁した後のことである。「閩台の緊密な関係」は中央の対台工作に

も資する要因とみなされ、福建省は「台湾」や「両岸」を掲げた経済発展枠組みや政策を

数多く打ち出した。それらの一部は国家級政策と認定され、その認定が対台工作における

福建省の地位をさらに高めた。 

 このようにみれば、伝統や文化の問題として議論されてきた「閩台の紐帯と共通性」

は、福建省の経済政策の特徴として欠かせない要素になっている。一方で、「両岸一家

親」や「両岸同胞心霊契合」といった中国の対台工作の方針との呼応も観察される。本研

究では、先行研究の成果を踏まえて、台商投資区、台湾農民創業園、平潭総合実験区など

の両岸経済交流の枠組みを取り上げ、本来、閩南地域の一部と台湾との間に存在した緊密

な関係が、地方政府の経済開発政策にどのように取り込まれ、活用されてきたのかについ

て考察する。 

 

 


